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理事長　垂水　尚志

　2009年4月1日付けで、鉄道総合技術研究所の理事長に就任しました。就任後、現行
の基本計画－RESEARCH 2005－の総仕上げ、研究開発のロードマップに基づく次期
基本計画の作成、公益法人制度改革への対応、国内外の研究機関との交流促進、職場環
境の整備と安全管理の推進等に努力してきました。また、鉄道分野の海外展開に貢献す
るために、国際規格関連業務の推進体制の強化に向けて準備を進めています。
　さて、この度、鉄道総研年報を発刊することにしました。鉄道総研は、設立以来、
RRR、鉄道総研報告等の出版物をはじめ、鉄道総研講演会や月例発表会、あるいは技
術フォーラム等を通して、鉄道総研の研究開発活動に関する情報発信を精力的に行って
きました。一方、鉄道総研の幅広い活動全体を理解して頂くことが重要であると判断し、
昨年発刊しました英語版に引き続き、活動を要約した年報を発行することにしたもので
す。他の報告類と同様に本年報をご高覧いただければ光栄です。
　鉄道総研の各事業については、2008年度は所期の目標をほぼ達成できました。試験
研究事業では、研究開発の柱である「将来に向けた研究開発」、「実用的な技術開発」、「基
礎研究」を推進しました。受託事業では、収入目標額には届きませんでしたが、厳しい
経済状況の中で、皆様方から多くのお仕事をいただき感謝しております。鉄道技術推進
センターでは、現場技術者向けの教材の充実を図りました。
　運営・経営体制については、新規採用、中途採用により人材の確保を行うとともに、
技術伝承を考慮して、ベテラン職員の一部を継続雇用する制度を設けました。また、試
験設備の整備を継続的に行い、大規模地震動を模擬できる大型振動試験装置を完成させ
ました。特許等に関しては、目標件数を上回る出願をしております。平成20年12月1日
に公益法人制度改革関連３法が施行されたのに伴い、新法人への移行に向けての準備体
制を強化しました。国際活動に関しては、仏、中国、韓国等との共同研究を推進すると
ともに、第8回世界鉄道研究会議の運営の支援等を行いました。
　鉄道総研の発足後に研究者を志向して入社した職員が70%を超え、まさに研究者集
団が誕生しました。この研究者集団が、鉄道総研の設立趣旨を十分に理解し、これを伝
承すること、これまでに蓄積した貴重な経験を活かし鉄道事業との関係をより深めてい
くことなどが重要です。鉄道の持続的発展に貢献できる研究者集団を目指します。今後
ともご指導、ご鞭撻を切にお願いいたします。
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財団法人鉄道総合技術研究所は、日本国有鉄道の分割・民営化に先立ち、1986年

（昭和61年）12月10日に運輸大臣（現、国土交通大臣）の設立許可を得て発足し、

1987年（昭和62年）4月1日に、JR各社の発足と同時に、日本国有鉄道が行っ

ていた研究開発を承継する法人として本格的な事業活動を開始しました。

車両、土木、電気、情報、材料、環境、人間科学など、鉄道技術に関する基礎から

応用までのあらゆる分野を対象に、たゆまぬ技術革新にチャレンジしています。

1 21世紀の鉄道技術の創造
2 鉄道技術者集団として総合力の発揮
3 ニーズに対する迅速な対応
4 鉄道技術の伝承と基礎的な技術の蓄積
5 鉄道技術の普及と情報発信
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１．研究所概要 

 

１．１ 設立趣旨 

 
財団法人鉄道総合技術研究所（事務所を東京都国分

寺市光町二丁目８番地３８に置く）は、日本国有鉄道

の分割・民営化に先立ち、1986 年（昭和61 年）12 月

10 日に運輸大臣（現、国土交通大臣）の設立許可を得

て発足し、1987年（昭和62年）4月1日に、ＪＲ各社

の発足と同時に、日本国有鉄道が行っていた研究開発

を承継する法人として本格的な事業活動を開始した。 

旧国鉄の本社技術開発部門および鉄道技術研究所と

鉄道労働科学研究所等の業務を承継した鉄道技術に関

する総合的な研究所である、鉄道総研の活動の目的は、

寄附行為で定めているように、鉄道技術及び鉄道労働 

科学に関する基礎から応用にわたる総合的な研究開発

調査等を行い、もって鉄道の発展と学術・文化の向上

に寄与することである。そして「試験研究」「調査」

「技術基準」「情報サービス」「出版講習」「診断指

導」「受託」「鉄道施設検査」の各事業を行うことと

している。 

なお、主な沿革を附属資料１に示す。 

 

１．２ 組織構成 

 

図 1-2-1 に組織及び担当図、表 1-2-2 に役員一覧

を示す。 

 

１．３ 事業所・実験所 

 
図1-3-1に事業所・実験所の一覧、所在地などを示す。 

図1-2-1 組織および担当（2008年4月1日現在） 
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鉄道技術推進センター

営業部長
事業推進室

ＪＲ部長
風洞技術センター

研究開発推進室
国際規格調査センター

国際業務室
健保システムセンター

情報管理部

経理部

宮崎実験センター

総務部

企画室

・企画
・管理

・鉄道利用・環境調査
・構造物メンテナンス
・ＣＯＭＢＡＴ
・地震防災システム
・営業
・事業企画

・ＧＣＴ
・設計・試作
・ＪＲ
・計画

・国際

・知的財産
・技術情報
・ＯＡネットワーク

・契約
・会計
・経理

・計量管理
・環境管理
・広報
・人事
・総務

・企画

山梨実験センター

浮上式鉄道技術研究部

人間科学研究部

環境工学研究部

鉄道力学研究部

材料技術研究部

輸送情報技術研究部

信号通信技術研究部

防災技術研究部

軌道技術研究部

電力技術研究部

構造物技術研究部

車両制御技術研究部

車両構造技術研究部

・電磁路技術
・低温システム
・電磁力応用
・安全性解析
・人間工学
・安全心理
・生物工学
・騒音解析
・空気力学
・構造力学
・軌道力学
・集電力学
・車両力学
・超電導応用
・摩擦材料
・潤滑材料
・防振材料
・コンクリート材料
・交通計画
・設備システム
・旅客システム
・運転システム
・列車制御
・通信
・信号
・地震防災
・地質
・地盤防災
・気象防災
・レール溶接
・軌道管理
・軌道・路盤
・軌道構造
・電車線構造
・集電管理
・き電
・耐震構造
・建築
・トンネル
・基礎・土構造
・鋼・複合構造
・コンクリート構造
・ブレーキ制御
・動力システム
・駆動制御
・車両強度
・車両振動
・走り装置
・車両運動
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会長 正田 英介
理事長 秋田 雄志

専務理事 垂水 尚志
専務理事 稲見 光俊

理事 内田 雅夫
理事 福代 倫男
理事 熊谷 則道
監事 中村 安宏 常勤

常勤

理事 柿沼 博彦
理事 大井 清一郎
理事 森村 勉
理事 東 憲昭
理事 半井 真司
理事 青柳 俊彦
理事 福島 義平
理事 大塚 宏幸
理事 須田 義大
理事 青木 真美

監事 藤井 秀則

監事 木口 弥太郎

非常勤

非常勤

事業所 

・国立研究所 ：東京都国分寺市光町二丁目8 番地38 

・東京オフィス：東京都千代田区丸の内三丁目4 番1 号

新国際ビルヂング8 階 

・新宿オフィス：東京都渋谷区代々木二丁目2 番2 号 

JR東日本本社ビル7 階 

実験所 

・風洞技術センター：滋賀県米原市梅ケ原 

・山梨実験センター：山梨県都留市小形山271-2 

・日野土木実験所：東京都日野市大阪上3-9 

・塩沢雪害防止実験所：新潟県南魚沼市塩沢1108-1 

・勝木塩害実験所：新潟県岩船郡山北町鵜泊 

・宮崎実験センター：宮崎県日向市美々津町松ノ本1610-3

表1-2-2 役員一覧（2008年4月1日現在） 

図1-3-1 事業所・実験所（2008年4月1日現在） 

塩沢雪害防止実験所

風洞技術センター

勝木塩害実験所

日野土木実験所

国立研究所
東京オフィス・新宿オフィス

宮崎実験センター

山梨実験センター
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２. 活動概要 

２．１ 基本計画 ―RESEARCH 2005― 

2.1.1活動の基本方針 

 鉄道総研は 1999 年秋に基本計画－RESEARCH 21－を

策定した。その後、情報通信技術の驚異的な進歩・発展・

普及や地球環境問題に対する国民の意識の高まり、少子

高齢化社会への急速な移行などは計画策定時の予想を超

える状況にあるものの、「信頼性の高い鉄道」「利便性の

高い鉄道」「低コストの鉄道」「環境と調和した鉄道」

の実現を目指すという鉄道総研がこれまで追求してきた活

動の目標はさらに重要性を増している。また、鉄道総研が

これまでに蓄積してきた浮上式鉄道の技術を、今後、他

分野で広く応用することが期待されている。これらの状

況を踏まえ、明日の鉄道を支える研究成果を提供する

ことによりＪＲ各社をはじめとする各界からの期待に

応えるため、2005 年度以降の５年間における活動の基本

方針を以下のとおり定めた。 

（１）21世紀の鉄道技術の創造 
（２）鉄道技術者集団として総合力の発揮 
（３）ニーズに対する迅速な対応 
（４）鉄道技術の伝承と基礎的な技術の蓄積 
（５）鉄道技術の普及と情報発信 

 
2.1.2 事業活動 
2.1.2.1 研究開発 

（１）研究開発の進め方 

（ａ）研究開発の目標 
鉄道を取り巻く環境は厳しさを増しているが、これま

で鉄道総研が掲げてきた目標が重要であることに変わり

はないため、これを継続して以下を研究開発の目標とし

て設定する。 
○信頼性の高い鉄道（安全性、安定性） 
○利便性の高い鉄道（速達性、利便性、快適性） 
○低コストの鉄道（経済性） 
○環境と調和した鉄道（環境調和性）の実現 
（ｂ）研究開発の柱 

限られたリソースの分散を防ぎ、効果的な研究開発を

進めるために、環境問題の重要性、情報通信技術の発展、

鉄道の信頼性・利便性・快適性の向上、鉄道事業の低コ

スト化などに留意しつつ、研究開発活動を重点化するこ

ととし、以下の３項目をこれまでに引き続き研究開発の

柱とする。 

○ 鉄道の将来に向けた研究開発 

○ 実用的な技術開発 

○ 鉄道の基礎研究 

 鉄道総研における研究開発活動のイメージを図2-1-1に示す。 

 
図2-1-1 鉄道総研の研究開発活動 

 
（２）鉄道の将来に向けた研究開発 
 鉄道の将来に向けた研究開発は、おおむね５年から１０

数年先の実用化を念頭に置き、鉄道の明日に向けての技

術的なブレークスルーとなる課題をミニ・プロジェクト

として推進する。 
 
（３）実用的な技術開発 
 実用的な技術開発として、以下の項目を設定する。 
 ○ＪＲ７社（６旅客鉄道会社、１貨物鉄道会社）の指 
  定による技術開発 
 ○受託による研究開発 
 ○鉄道総研が自主的に行う実用的な技術開発 
 
（４）鉄道の基礎研究 
 鉄道の基礎研究を、実用技術の萌芽または基盤となる

研究、および鉄道の諸問題の解決のために必要な研究と

位置付け、「解析研究」や「探索・導入研究」として推進

する。 
 
2.1.2.2 鉄道技術推進センター 
 鉄道界全体を俯瞰して、鉄道が社会の信頼にこたえ

られるよう、会員に共通する技術的ニーズを適切に把

握し問題の解決に当たる。 
 
2.1.2.3 情報発信 
 国内外の鉄道技術情報の収集・蓄積と発信を積極的に

行う。また、鉄道総研の研究開発成果や活動状況につい

て適時紹介する。 
 
2.1.2.4 国際活動 
 各種国際会議に積極的に参加し、最新の鉄道技術に関

する情報交換に努めるほか、職員を派遣して海外の鉄道

事情や技術の調査等を行う。また、鉄道電気技術に関す

る審議団体として、国際規格制定に参画する。 
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２．２ 事業報告 

2.2.1 試験研究事業等 

2.2.1.1 試験研究事業 

 2008年度に実施した研究開発テーマは２６８件（附

属資料２）であり、このうち１０３件が終了した。研

究活動、研究成果の内容については、第３章で示す。 

 

（１）鉄道の将来に向けた研究開発 

 鉄道の将来に向けた研究開発１３課題（テーマ数３９

件）を実施した。このうち１５テーマが終了した。 

 

（２）実用的な技術開発 

 実用的な技術開発に関するテーマ１３１件を実施し

た。このうち５７件が終了した。 

 

（３）鉄道の基礎研究 

 鉄道の基礎研究テーマを８６件実施した。このうち

２６件が終了した。 

 

2.2.1.2 受託事業 

 2008年度の収入は３２億円であり、基本計画での収

入目標３９億円には届かなかったものの、収支は０．５

億円の黒字となった。主な受託は、国土交通省からの

「鉄道技術基準整備のための調査研究」、地方自治体か

らの「線路近接工事に伴う鉄道構造物線路への影響調

査」、鉄道・運輸機構からの「新幹線分岐器不転換対策

の検討」、「整備新幹線における電車線路設備の調査研

究」、ＪＲ7社からの「ブレーキ性能試験」、「パンタグ

ラフおよび集電装置の最適化形状検討の風洞試験」、民

間からの「高架橋橋脚調査」、「ビル計画に伴う振動騒

音測定および予測」等である。 

 研究成果の普及および受託事業推進のため、技術交

流会（延べ参加者１，６６５名）や個別の事業者との

技術検討会等を実施した。 

 

2.2.1.3 その他の事業 

（１）調査事業 

 研究開発等に活用するため、国際鉄道連合（ＵＩＣ）に

職員を派遣し、欧州の鉄道技術の情報収集を行った。また、

鉄道の将来に向けた関連技術情報の収集・分析・評価を体

系的に行い、エネルギー効率に関する他交通機関の比較と

して自動車・航空機に引き続き船舶の技術動向調査を行っ

た。さらに、鉄道の将来像および技術課題を探る調査結果

を単行本「2030年の鉄道」として出版した。 

 

（２）技術基準事業 

 耐震、軌道構造、土留め構造物の各設計標準（改訂）

の原案作成と、山岳トンネル覆工の設計法に関する手

引き作成や鉄道構造物等の設計、維持管理に関する調

査研究を行い、関連する研究開発テーマとして設計ツ

ール等の開発を進めた。 

 国際電気標準会議（ＩＥＣ）の鉄道関係専門委員会

（ＴＣ９）の事務局活動を行うとともに、日欧標準化

会議において鉄道部会を開催した。 

 

（３）情報サービス事業 

 所内外のニーズに応えるために、鉄道総研ホームページ

や文献検索サービスなどを通じて鉄道技術情報の発信を

行った。また、鉄道および科学技術に関する書籍・資料の

収集を行うとともに、電子図書館による情報提供を目的と

して図書館所蔵資料の電子データ化作業を継続した。 

 

（４）出版講習事業 

 「鉄道総研報告」「ＲＲＲ」「ＱＲ」の定期刊行物等の

出版を行った。また、「技術の境界を超えて－鉄道システ

ムの調和と知能化－」と題する鉄道総研講演会（参加者

４９８名）、月例発表会１１回（延べ参加者１，１３１名）、

鉄道技術講座２８回（延べ参加者１，４０７名）を開

催した。さらに、月例発表会および総研講演会のＤＶ

Ｄの販売を開始した。 

 

（５）診断指導事業 

 鉄道事業者の要請により、レール折損、変電設備の事

故原因調査等に関するコンサルティング業務を３６７件

実施した。 

 

2.2.1.4 鉄道技術推進センター 

 鉄道設計技士試験は東京、大阪の２会場で７７９名

が受験し、１４９名が合格した。 

 技術支援では、中堅技術者向け教材「事故に学ぶ鉄

道技術（軌道編）」を完成させ、信号教材の作成に着手

した。また、会員からの問い合わせ５０件に対応し、

現地調査７件、訪問アドバイス４件と推進センター講

演会を４箇所で行ったほか、レールアドバイザーによ

る地方鉄道協会が開催する研修会等での講演、助言を

６回実施するとともに、地方鉄道協会等と地域ブロ

ックごとの意見交換を延べ２０回実施した。会員へ

の情報提供では、メールマガジンの配信や月例発表会

のＤＶＤ提供を開始した。 

 調査研究は５件のテーマを実施し、閑散線区の代用

閉そくの施行のあり方に関する調査研究など３件が完

了した。鉄道安全データベースでは、過去の重大事故

情報を整理するとともに、供用に向けたシステム開発

を実施した。 
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2.2.1.5 その他 

（１）国際活動 

 海外の鉄道関連機関との連携の一環として共同研究

を推進し、フランス国鉄と新規研究計画の調整を行っ

た。また、2008年11月に日中韓鉄道研究セミナーを

鉄道総研において開催した。さらに、同年10月より英

国鉄道安全標準化機構との共同研究を開始した。国際

会議関連では、同年5月に韓国・ソウルで開催された

第８回世界鉄道研究会議（ＷＣＲＲ2008）の運営を支

援するとともに、2010年10月に鉄道総研が滋賀県長

浜で主催する第１０回鉄道騒音国際ワークショップ 
（ＩＷＲＮ１０）の準備を開始した。 

 

（２）軌間可変電車の開発 

 軌間可変電車の開発では、フリーゲージトレイン技

術研究組合（ＦＧＴ組合）の一員として、在来線区間

における走行試験の計画、計測および台車の改良等に

参加した。 

 

2.2.2 運営体制 

（１）運営 

 基本計画－RESEARCH2005－の趣旨に則り、効率的な

運営に努めた。また、地球環境保全については、2008

年度の実施計画に基づき使用電力の削減等に努めた。 

 

（２）人材 

 技術断層防止、研究開発ポテンシャル維持のために

新規採用職員１９名、中途採用職員５名を採用したほ

か、ベテランから若手への円滑な技術・技能の継承を

図るためシルバー職員として、１８名のベテラン職員

を継続雇用した。また人材育成のため、入社３年目研

修、メンタリング制度を導入した。 

 人事交流では、延べ５３名の職員を出向させ、延べ

６８名の出向受け入れを行った。このうちＪＲ7社と

の間では、鉄道総研から７社へ延べ２３名を出向させ、

７社から鉄道総研へ延べ４８名を出向で受け入れた。

その他の機関との間では、鉄道総研から国土交通省、

鉄道・運輸機構、ＵＩＣ等へ出向させるとともに、国

土交通省、民鉄等から鉄道総研へ受け入れた。大学等

との間では、委嘱により８名が客員教員に、３８名が

非常勤講師にそれぞれ就任した。 

 博士は１２８名に、技術士は７２名となった。計量

士、一級建築士は１６名および７名であった。 

 人事制度では、外国旅費・給与規程および兼業規程

の制定を行うとともに、裁判員制度への対応を図った。 

 さらに、カフェテリアプランの導入と、乗車券購入

補助購入カード制度および住宅支援制度の見直しを行

い、福利厚生制度の再構築を進めた。 

 

（３）設備・施設の整備 

 大規模地震動を模擬する大型振動試験装置をしゅん

功させるとともに、車両試験装置の改良を継続したほ

か、各種試験設備の新設・改良・更新１３件を行った。 

 一般設備では、老朽化に対応した電気設備工事２件

等を実施した。 
 

（４）安全・情報の管理 

 2007年度に発生した実験設備のインシデント等に

鑑み、安全対策を実施するとともに、安全衛生に係わ

る体制の強化と安全衛生管理標準の改定を行った。さ

らに、研究開発情報保護標準等により情報の管理を強

化した。 

 

（５）経費 

 日本政策投資銀行への返済額が段階的に上がった年

度であり、予算全体に厳しい中、経費全般について節

減に努めた。 

 

（６）公益法人改革への対応 

 関係する情報の収集や公益認定等委員会の動向の把

握に努めるとともに、公益法人制度改革関連３法が

2008年12月に施行されたことを受け、新しい法人格

への移行申請に向けての検討を進めた。 

 

（７）新ＯＡシステムへの移行 

 2007年度に開発を完了した新ＯＡシステムは、2008

年5月より運用を開始し、順調に移行が完了した。 

 

2.2.3 その他 

（１）産業財産権 

 特許等の出願に関しては、2008年度中には計２４０

件（対前年度5件増）の出願を行った。また、年度内

に登録となった特許等は計１５５件（対前年度６件減）

であった。この結果、2008年度末における特許等の保

有件数は、総計２，２１０件となった。 

 

（２）来訪者 

 国立研究所には約２，０００名、米原風洞技術センタ

ーには約４２０名の来訪者があった。また、国立研究所

で行われた鉄道総研技術フォーラムには約１，５００名

（9月4、5日）が、一般公開には約４，８００名（10月

11日）が訪れ、風洞技術センターで10月11、12日に

行われた一般公開には約８，５００名が訪れた。 

 

（３）その他 

 不用資産となっていた宮崎実験センター研修会館の

売却を完了した。
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４．運営 

４.１ 人材 

技術断層の防止や研究開発ポテンシャルの維持の

ために新規採用職員１９名、中途採用職員５名を採用

した。また、ベテランから若手への円滑な技術・技能

の継承を推進するため、１８名のベテラン職員をシル

バー職員として継続雇用した。 

人材育成を目的として、入社３年目研修、メンタリ

ング制度を導入した。また、人事制度としては、外国

旅費・給与規程および兼業規程の制定を行うとともに、

新たに裁判員制度への対応を図った。 

 各部門別の年度首の要員数を表4-1-1に示す。 

 

表4-1-1 各部門別の年度首要員数 

（カッコ内は前年度） 

 

人事交流では、延べ５３名の職員を出向させ、延べ６

８名の出向受け入れを行った。このうちＪＲ７社との関

係においては、鉄道総研から７社へ延べ２３名を出向さ

せ、７社から鉄道総研へ延べ４８名を出向で受け入れた。

その他の機関との間では、鉄道総研から国土交通省、鉄

道・運輸機構、ＵＩＣ等へ出向させるとともに、国土交

通省、民鉄等から鉄道総研へ受け入れた。 

大学等との間では、委嘱により８名が客員教員に、

３８名が非常勤講師にそれぞれ就任した。 

人事交流の人数を表4-1-2に示す。 

 

表4-1-2 人事交流の人数（カッコ内は前年度） 

 

有資格者数の状況を表4-1-3に示す。 

 

 

表4-1-3 主な資格の2008年度取得人数、 

総人数（カッコ内は前年度） 

 2008年度取得人数 2008年度末人数 

博  士   3（10） 128（124） 

技 術 士   2（1） 72（73) 

計 量 士 0（0） 16（16） 

一級建築士 0（0） 7（8） 

 

４．２ 財務 

2008年度の財務諸表（貸借対照表総括表、正味財産

増減計算書総括表）を表4-2-1、4-2-2に示す。 

 2008年度の収入は一般会計、受託会計合わせて 

１８５．６億円である。その主な内訳を図4-2-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2-1 収入の主な内訳 

 

また、2008 年度の支出は、一般会計、受託会計合わ

せて１８３．５億円である。主な内訳を図4-2-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2-2 支出の主な内訳 

 

４．３ 設備 

一般設備に関しては、老朽化に対応した電気設備工

事改良２件、職員用住宅の設備改良、新しいスーパー

コンピュータの室環境整備等１４件を行なった。 

試験設備に関しては、大規模地震動を模擬する大型 

振動試験装置を竣工させるとともに、車両試験装置の

改良を継続したほか、各種試験設備の新設・改良・更

新等１３件を行なった。代表的な新試験設備を以下に

示す。なお、主な試験装置を附属資料３に示す。 

企 

画 

室 

総 

務 

部 

（
総
務
部
内
再
掲
） 

新
規
採
用
者 

 

経 

理 

部 

鉄
道
技
術
推
進
セ
ン
タ
ー 

研
究
開
発
推
進
室 

事
業
推
進
室 

情
報
管
理
部 

国
際
業
務
室 

研 
究 
部 

合 
 

計 

6 

(3) 

88 

(85) 

19 

(16) 

14 

(17) 

5 

(5) 

25 

(25) 

12 

(11) 

18 

(19) 

6 

(5) 

328 

(337) 

502 

(507) 

 鉄道総研から外部へ 外部から鉄道総研へ 

ＪＲ７社 その他 ＪＲ７社 その他 

人 数 23(21) 30(32) 48(48) 20(22) 

計：185.6億円 

計：183.5億円 

負担金
137.9億円

受託
32億円

補助金等
9.5億円

その他
6.1億円

試験研究
事業費
33.5億円

返済
35.4億円

設備費
5.1億円

物件費
26.1億円

人件費
57.8億円

技術基準
事業費
1.7億円

受託
事業費
22.1億円

その他
事業費
1.9億円



(単位:千円)

受　 託

Ⅰ

1.

2,156,487 1,085,445 754,787 316,254

2,511,275 783,783 1,627,492 100,000

38,763 34,072 4,690

13,778 9,179 4,598

13,905 13,905

           - 1,007,196 △ 1,007,196

4,734,210 2,919,677 2,400,783 420,945 △ 1,007,196

2.

(1)

195,376 195,376

646,387 646,387

38 38

841,801 841,801          -             -
(2)

1,140,435 1,140,435

11,287,603 11,287,603

26,045,598 2,006,721 24,038,876

11,460 11,460

239,420 145,779 93,640

376,005 376,005

35,342 34,802 539

3,898,950 3,898,950

9,471,437 9,471,437

52,506,253 15,945,157          - 36,561,095

(3)

4,156,005 4,118,105 37,899

1,197,485 1,191,536 5,948

3,907,186 3,848,653 58,533

9,209 9,209

1,162,164 1,145,045 17,118

8,760,058 856,587 7,903,471

7,725,273 7,725,273

910 775 621 081 289 694無 形 固 定 資 産

土 地

建 設 仮 勘 定

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

特 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

退 職 給 付 引 当 資 産

構 築 物

機 械 装 置

そ の 他 固 定 資 産

建 物

器 具 備 品

建 設 仮 勘 定

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 引 当 資 産

定 期 預 金

基 本 財 産

土 地

建 物

構 築 物

基 本 財 産 合 計

特 定 資 産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

未 成 支 出 金

受 託 特 別 会 計

投 資 有 価 証 券

資 産 の 部

流 動 資 産

内部取引

未 収 消 費 税 等

前 払 金

現 金 預 金

未 収 金

貸借対照表総括表
２００９年３月３１日現在

消　　去
科 目   合　　計 一般会計

  山梨実験線　
特別会計    特別会計

表4-2-1

910,775 621,081 289,694

186,245 91,766 94,479

           - 974,394 △ 974,394

28,014,403 12,856,379 409,194 15,723,223 △ 974,394

81,362,458 29,643,339 409,194 52,284,319 △ 974,394

86,096,668 32,563,016 2,809,977 52,705,264 △ 1,981,590

Ⅱ

1.

3,801,331 2,122,362 1,268,970 409,998

120 120

51,802 51,802

11,645 600 11,045

34,465 34,454 10

607,393 607,393

           - 1,007,196 △ 1,007,196

6,735,599 2,764,810 2,339,146 2,638,838 △ 1,007,196

2.

41,878,200 41,878,200

15,723,223 15,723,223

3,898,950 3,898,950

113,662 113,662

120,927 120,927

           - 974,394 △ 974,394

61,734,963 4,133,539 974,394 57,601,423 △ 974,394

68,470,563 6,898,350 3,313,540 60,240,261 △ 1,981,590

Ⅲ

1.

841,801 841,801

1,408,490 1,408,490

2,250,292 2,250,292          -             -
(841,801) (841,801) (-) (-)

(1,408,490) (1,408,490) (-) (-)

2. 15,375,812 23,414,373 △ 503,562 △ 7,534,997

(-) (-) (-) (-)

(47,198,812) (10,637,716) (-) (36,561,095)

17,626,105 25,664,665 △ 503,562 △ 7,534,997

86,096,668 32,563,016 2,809,977 52,705,264 △ 1,981,590

注)千円未満を切捨てによって表示した

一 般 正 味 財 産

( う ち 基 本 財 産 へ の 充 当 額 )

( う ち 基 本 財 産 へ の 充 当 額 )

( う ち 特 定 資 産 へ の 充 当 額 )

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計

( う ち 特 定 資 産 へ の 充 当 額 )

正 味 財 産 合 計

正 味 財 産 の 部

一 般 会 計

固 定 負 債 合 計

補 助 金 等

指 定 正 味 財 産 合 計

指 定 正 味 財 産

承 継 資 産 等

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

環 境 対 策 引 当 金

用 地 取 得 協 力 金

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

一 年 以 内 返 済 予 定 の
2,228,840

固 定 負 債

長 期 借 入 金

一 般 会 計

流 動 負 債 合 計

預 り 金

賞 与 引 当 金

長 期 借 入 金
2,228,840

未 払 消 費 税 等

前 受 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

そ の 他 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

そ の 他 投 資

負 債 の 部

流 動 負 債

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

受 託 特 別 会 計

注)千円未満を切捨てによって表示した。



(単位:千円)

Ⅰ
1．

① 11,974 11,974
② 131,650 131,650
③ 13,791,156 13,791,156
④ 138,617 138,617
⑤ 3,427,193 51,746 3,375,446
⑥ 812,895 712,895 100,000
⑦ 3,797 3,797
⑧ 390,478 93,890 1,428 295,159
⑨            - 6,747 3,543,544 △ 3,550,291
⑩            - 12,390 △ 12,390
⑪            - 528 △ 528

18,707,761 14,944,848 3,383,622 3,942,501 △ 3,563,210

① 17,238,056 10,035,603 3,461,110 3,741,342
3,995,717 3,466,598 529,119

548,358 481,634 66,724
594,218 521,453 72,765
104,065 104,065

3,951,695 1,771,220 1,790,475 390,000
2,692,516 1,989,123 703,393
5,351,482 1,701,508 298,631 3,351,342

② 2,767,187 1,296,357 152,328 1,318,501
448,415 370,421 77,994
129,817 129,817
58,782 51,674 7,108
63,121 55,946 7,175

正味財産増減計算書総括表
２００８年４月１日から２００９年３月３１日まで

  山梨実験線　 内部取引
   特別会計

一 般 正 味 財 産 増 減 の 部
経 常 増 減 の 部

消　　去
科 目 合　　計 一般会計

受　 託
特別会計

基 本 財 産 運 用 益
特 定 資 産 運 用 益

(1) 経 常 収 益

事 業 収 益
受 取 補 助 金 等

旅客・貨物鉄道会社受取負担金
受 取 会 費

一 般 会 計 か ら 繰 入
受 託 特 別 会 計 か ら 繰 入

受 取 用 地 管 理 協 力 金
雑 収 益

(2) 経 常 費 用

山 梨 実 験 線 特 別 会 計 か ら 繰 入
経 常 収 益 計

賞 与 引 当 金 繰 入 額
退 職 給 付 費 用

事 業 費
給 料 等

そ の 他 物 件 費
減 価 償 却 費

環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額
外 注 費

役 員 報 酬 等
賞 与 引 当 金 繰 入 額

管 理 費
給 料 等

退 職 給 付 費 用

表4-2-2

, , ,
45,531 45,531

222,416 194,197 28,218
431,912 396,283 31,831 3,797

1,314,704 1,314,704
52,486 52,486

③            - 12,390 528 △ 12,918
④            - 6,747 △ 6,747
⑤            - 3,543,544 △ 3,543,544

20,005,243 14,882,252 3,625,829 5,060,371 △ 3,563,210
△ 1,297,481 62,596 △ 242,206 △ 1,117,870

2.

① 3,923 557,947 △ 554,023
② 97,036 91,393 5,643
③ 46,043 46,043
④ 1,423 1,423

148,427 695,384 5,643 1,423 △ 554,023

① 894 894
② 1,329,712 77,340 42 1,806,353 △ 554,023
③ 1,479 1,479

1,332,086 79,714 42 1,806,353 △ 554,023
△ 1,183,658 615,669 5,601 △ 1,804,930
△ 2,481,140 678,266 △ 236,605 △ 2,922,800

17,856,953 22,736,107 △ 266,957 △ 4,612,197
15,375,812 23,414,373 △ 503,562 △ 7,534,997

Ⅱ
408,889 408,889
11,974 11,974

△ 223,957 △ 223,957
196,906 196,906          -             -

2,053,386 2,053,386          -             -
2,250,292 2,250,292          -             -

Ⅲ 17,626,105 25,664,665 △ 503,562 △ 7,534,997

注)千円未満を切捨てによって表示した。

外 注 費
そ の 他 物 件 費

給
役員退職慰労引当金繰入額

一 般 会 計 へ 繰 入
受 託 特 別 会 計 へ 繰 入

支 払 利 息
減 価 償 却 費

当 期 経 常 増 減 額
経 常 外 増 減 の 部

山 梨 実 験 線 特 別 会 計 へ 繰 入
経 常 費 用 計

固 定 資 産 受 贈 益
過 年 度 修 正 益

(1) 経 常 外 収 益

(2) 経 常 外 費 用

受 取 補 助 金 等
雑 収 益

固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損

経 常 外 収 益 計

当 期 経 常 外 増 減 額

そ の 他 費 用
経 常 外 費 用 計

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高
一 般 正 味 財 産 期 末 残 高

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額

指 定 正 味 財 産 増 減 の 部

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高
正 味 財 産 期 末 残 高

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額
指 定 正 味 財 産 期 首 残 高

① 受 取 補 助 金 等

③ 一 般 正 味 財 産 へ の 振 替 額
② 基 本 財 産 運 用 益
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（１）大型振動試験装置（図4-3-1） 

本装置は、兵庫県南部地震（1995年）や新潟県中越

地震（2004年）における鉄道構造物の被害、新幹線の

脱線等を踏まえ、新しく構築された大型の振動台であ

る。震度７レベルの地震動が再現可能で、構造物模型

および実軌道、実台車等の加振を水平２方向に実施す

ることが可能となっている。 

 

テーブル寸法 X軸:７ｍ × Y軸:５ｍ 

最 大 変 位 X軸:±1000 mm   Y軸:±250 mm 

最 大 速 度 X軸:±150 cm/s  Y軸:±75 cm/s 

最大加速度 X軸:±1.0Ｇ   Y軸:±2.0Ｇ 

最大加振振動数 ２０Ｈz 

最大積載重量 ５０トン 

図 4-3-1 大型振動試験装置の概要 

 

（２）走査型電子顕微鏡（図4-3-2） 

オートビームセッティング、オートアキシャルアラ

イメントの搭載により、電子光学系の自動軸調整が可

能である。低加速電圧（３kV）、観察時の分解能は１０

nmで、異なる試料情報を表示する２画像リアルタイム

同時表示可能であり、また信号ミキシング機能を搭載

し、２００mm径の試料を搭載可能である。  

      図 4-3-2 走査型電子顕微鏡 

４．４ その他 

（１）安全・情報の管理 

 2007 年度に発生した実験設備のインシデント等に

鑑み、各種の安全対策を実施するとともに、安全衛生

に係わる体制の強化、安全衛生管理標準の改定を行な

った。 

また、情報管理規程、研究開発情報保護標準、業務

情報保護標準、関連マニュアルの制定、改定を行い、

情報の管理の強化を図った。 

（２）経費 

 2008年度は、日本政策投資銀行への返済額が段階的

に上がった年度である。予算が全体的に厳しい中、経

費全般について節減に努めた。 

（３）公益法人改革への対応 

 公益法人改革に関連する情報の収集や公益認定等委

員会の動向の把握に努めるとともに、公益法人制度改

革関連３法が2008年12月に施行されたことを受け、

新しい法人格への移行申請に向けての検討を進めた。 

（４）新しいＯＡシステムへの移行 

研究支援機能の拡充等を特徴とする新しいＯＡシ

ステムは、2007年度末に開発を完了して2008年 5月

より運用を開始し、順調に移行が完了した。 

（５）福利厚生 

 カフェテリアプランの導入と、乗車券購入券補助制

度、住宅支援制度の見直しを行い、福利厚生制度の再

構築を進めた。 

（６）来訪者と一般公開 

 国立研究所には約２，０００名、米原風洞技術セン

ターには約４２０名の来訪者があった。 

 また、国立研究所の一般公開を「平兵衛祭り」とし

て2008年10月11日（土）に行ない、約４，８００名

の来場者があった。風洞技術センター（米原）では高

速試験車両の一般公開を2008年10月11日（土）～12

日（日）に行い、両日合わせて約８，５００名の来場

者があった。 

（７）その他 

地球環境保全に向けた取組みとして、2008年度の実

施計画に基づいた使用電力削減等に努めた。 

 また、不用資産となっていた宮崎実験センター研修

会館の売却を完了した。 

 

なお、主な表彰を附属資料４に示す。 

 

 

 

Ｘ軸方向 

 Ｙ軸方向 
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附属資料 

 

１．沿革 

 
1907. 3.12 帝国鉄道庁鉄道調査所発足 
1913. 5. 5 鉄道院・総裁官房研究所となる 
1920. 5.15 鉄道省大臣官房研究所となる 
1942. 3.14 鉄道技術研究所に改称 
1949. 6. 1 日本国有鉄道発足に伴い本社付属機関となる 
1957. 5.30 銀座ヤマハホールで講演会を開催「東京－大阪間３時間の可能性」 
1959.10.16 研究所本体を東京都北多摩郡国分寺町（現・国分寺市）に移転 
1960.10.13 アジア各国鉄道首脳懇談会（ＡＲＣ）を開催 
1963. 6. 1 鉄道労働科学研究所設立 
1977. 4.16 宮崎浮上式鉄道実験センター開設 
1986.12.10 財団法人鉄道総合技術研究所（本所；東京都国分寺市）の設立 

1987. 4. 1 国鉄分割民営化に伴い、研究・開発部門を承継 
1987. 7.15 運輸省より鉄道施設工事の完成検査を行う検査機関に指定される 
1990.11.15 新車両試験棟完成 
1991. 3.31 人間科学実験棟完成 
1992.10.16 新宿オフィス開設 
1993. 1.31 ブレーキ実験棟完成 
1996. 6. 5 大型低騒音風洞本格稼働 
1996. 7. 1 山梨実験センター、鉄道技術推進センター設立 
1997. 5. 6 軌間可変電車プロジェクト開始 
1997. 6. 1 国際鉄道連合（ＵＩＣ）に加盟 
1998.10.19 東京オフィス開設 
1999.10.19 世界鉄道研究会議（ＷＣＲＲ’99）を国立研究所で開催 
2000. 6.28 鉄道設計技士試験が運輸大臣指定を取得 
2003.12. 2 山梨リニア実験線で有人での世界最高速度５８１ｋｍ／ｈを達成 
2008.10.31 大型振動試験装置完成 
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２．研究テーマの種類別件数  

  

  
 

テーマ種類 テーマ件数 

信頼性の高い鉄道 

安全性の確保 

自然災害の防止 14 

走行安全性向上 19 

乗客の安全性向上 2 

安定輸送の確保 
設備の信頼性向上 21 

安全管理 6 

利便性の高い鉄道 

速達性・利便性の向上 

在来線の速度向上 6 

新幹線の速度向上 3 

輸送の増強・弾力化 2 

輸送サービスの向上 

乗り心地・居住性の向上 5 

バリアフリーな設備 1 

情報サービスの向上 2 

低コストの鉄道 

検査・診断技術の向上 
検査の効率化 7 

検査・診断精度の向上 5 

保全性向上 
車両・設備・材料の長寿命化 20 

新しい設計法・補修法・構造 26 

保全のシステム化 
保全情報処理 2 

保全計画・管理の効率化 3 

輸送業務の効率化 
フロント業務の効率化 1 

輸送管理・計画の効率化 7 

環境と調和した鉄

道 

沿線・車内環境の改善 
騒音・低周波音対策 6 

振動対策 2 

エコロジー化 
省エネルギー 8 

その他環境対策 2 

鉄道の基礎研究 

（在来方式鉄道） 

解析研究 

鉄道固有技術のダイナミクス・

トライポロジー 
10 

シミュレーション 19 

安全性・信頼性 31 

ヒューマンファクタ 7 

探索・導入研究 

新技術（センシング技術、 

モニタリング技術等） 
6 

新材料 5 

鉄道の基礎研究 

（浮上式鉄道） 

高速走行時の諸現象の解明 2 

超電導磁石等の性能評価・診断技術等 6 

技術基準 7 

調査研究 5 

合   計 268 
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３. 主な試験装置 

分
野 名称 概要 

車 
 
 

両 

高速車両試験台 実車両の走行状態を定置で再現する装置 

動揺負荷試験装置 
振子車両用アクチュエータの性能を評価する

ため、車台・振子はり・車体の横方向の動作を

再現する装置 
実働荷重台車試験

装置 
鉄道車両の台車部品、主に台車枠の荷重試験お

よび疲労試験を行う装置 

輪軸疲労試験装置 
実物大輪軸の疲労強度などを調査するための

装置 
ブレーキ性能試験

機 
車輪踏面ブレーキやディスクブレーキ等の性

能を、実規模で確認するための試験機 
ディスクブレーキ

試験機 
ディスクブレーキの性能試験や耐久試験を、実

規模で行う試験機 

高速回転接触試験

機 

車輪やレールの表面粗さ等の違いによる車輪・

レール間の粘着力の挙動を、450km/hまでの速

度で把握する試験機 

クリープ力試験装

置 

鉄道車両の運動に大きな影響を及ぼすクリー

プ力（転走する車輪とレール間の作用力）を測

定する装置 

構 

造 

物 

中型疲労試験装置 
構造材料の静的特性試験および疲労試験を行

うことができる装置 

２軸交番載荷試験

装置 
構造部材の静的交番（繰り返し）載荷試験を行

うことができる装置 

中型振動台試験装

置 

盛土、擁壁、橋台、補強土などの模型（10分
の1スケール）を対象とした振動実験を行なう

装置 

中型三軸圧縮試験

装置 
小型試験機では実施できない精密な制御で地

盤材料を対象として圧縮試験を行なう装置 

大型三軸圧縮試験

装置 
通常の小型試験機では実施できない大粒径の

地盤材料を対象として圧縮試験を行なう装置 

主応力方向可変式

せん断試験装置 
従来の試験装置では行えなかった主応力を制

御することが可能な装置 

基礎構造物の動・静

的載荷試験装置 
地震時の慣性力および地盤変位が基礎構造物に

作用した場合の基礎構造物の挙動を調べる装置 

中型土槽および載

荷装置 

平面ひずみ条件の模型地盤を作成して各種の

実験を行える中型の土槽実験装置と、地盤上に

作成した模型基礎構造物への載荷装置 

断層変位実験装置 
断層を跨ぐ橋梁と断層との交差角度を変化さ

せ、変形モードと損傷パターンを検討する装置 
トンネル模型実験

土槽 
トンネルと地盤との相互作用を実験するため

装置 
トンネル覆工模型

実験装置 
載荷板で覆工供試体を直接押し込む変位制御

方式の装置 

大型構造物疲労試

験装置 

橋梁や高架橋を構成する鋼部材やコンクリー

ト部材などの疲労試験（繰返し載荷試験）を行

う装置 
レール締結装置用

四軸疲労試験機 
実働荷重を模擬したレール締結装置に関する

全ての試験が可能な試験機 

大型振動試験装置 
震度７レベルの地震動が再現可能で、構造物模

型および実軌道、実台車等の加振を水平２方向

に実施することが可能な装置 

軌 
 

道 

レール締結装置三

軸疲労試験機 
実荷重を模擬したレール締結装置に関する全

ての試験が可能な試験機 
レール曲げ疲労試

験機 
レールの曲げ疲労試験機 

電気油圧式材料疲

労試験装置 
軌道材料の動的特性試験および疲労試験・静的

および動的ばね定数試験を行う装置 

移動式軌道動的載

荷試験装置（DYLOC) 
軌道に対して任意の波形の静的および動的載

荷重を与えることができる装置 

疲労試験機(ビブロ

ジール試験機) 
軌道に動的繰返し荷重を載荷できる小型加振

試験機 

軌道動的載荷試験

装置 
実物大軌道に対して、静的、動的な軸重を載荷

する装置 

総合路盤試験装置 
実物大規模の路盤や軌道に列車荷重を模擬し

た繰返し荷重を連続載荷する試験が可能な装

置 
小型移動載荷試験

装置 
軌道上を走行する列車編成をリアルにシミュ

レートした移動荷重載荷試験を行なうことが

できる装置 

レール転動疲労試

験機 

上部に直径900mm、幅125mmの垂直載荷車輪を、

下部に水平移動テーブルを有し、垂直・水平そ

れぞれのアクチュエータによってレールに負

荷を与える構造である。また、レール支持方法

として、片持支持及び両端支持を選択すること

ができる試験機 
電気油圧式

1000/1500kN疲労

試験機(サーボパル

サー) 

実物レール溶接継手などの片振り曲げ疲労試

験機 

5000kN万能曲げ試

験機 

金属材料及びその他各種材料の被試験体に曲

げ荷重を加え、曲げに対する抵抗力を測定する

試験機 

走査型電子顕微鏡 
（高温分析型） 

物質表面の状態を10倍～300,000倍に拡大し

観察することができる走査型の電子顕微鏡 

２円筒転がり接触

試験機 
レールと車輪のような転がり接触する２つの物

体間の接触力（粘着力）特性を評価する試験機 

車輪・レール高速接

触疲労試験装置 

車輪とレールの転がり疲労による損傷（シェリ

ング等のき裂）、摩耗などの実現象の評価する

装置 

防 
 

災 

低温実験室 
（塩沢） 

マイナス温度の環境を作り、材料の低温特性試

験、着氷雪現象の模型試験、雪や氷に関する試験

が行える装置 
高速回転円盤装置

(塩沢) 
速度200km/hまでの速度下で発生する現象を

再現することができる装置 

風洞(塩沢) 
吹雪現象・着雪現象に関する各種試験に使用で

きる装置 

気象観測装置(塩
沢) 

各種材料等の暴露試験、各種機器･センサー等

の試験において気象要素との関係を調べるこ

とができる装置 

大型降雨実験装置 
雨による斜面の崩壊実験のほか、各種センサー

の降雨下における性能評価試験にも利用でき

る装置 

走査型電子顕微鏡 
電子光学系の自動軸調整が可能、観察時分解能

が１０nm、２画像リアルタイム同時表示可能等

の特徴を有する電子顕微鏡 

電
力
・
信
号
通
信 

直流低圧大電流試

験装置 

通電電流値を自由に設定することができる試

験装置で、直流低圧（20V）で最大10,000Aま
で通電できる装置 

直流高電圧試験回

路装置 

直流1.5kV及び3kV回路の変電所用や車両用高

速度遮断器の性能試験や絶縁物の絶縁性能試

験ができる装置 

電線振動試験機 
電車線路の線条や金具がパンタグラフの通過

に伴う振動によって疲労損傷を受ける状況を

室内で模擬できる装置 

集電摩耗試験機 
トロリ線とパンタグラフすり板の通電摩耗試

験を行う装置 

軌 

 
道 
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電
力
・
信
号
通
信 

集電試験装置 
実物のパンタグラフを搭載できるリニアモー

タ駆動の走行台車で、最高速度約200km/hで走

行できる装置 

パンタグラフ総合

試験装置 

パンタグラフに関する追随特性測定・離線率測

定・耐久性試験・通電試験などの性能試験を行

う装置 

高速回転試験装置 
回転体を高速回転させることで高速走行時にお

ける地上子と車上子間通信の模擬を行う装置 

EMC・無線測定用ワ

ゴン車 
地上高10mまでアンテナを上げることができ

る電波障害や無線通信の測定評価装置 

環 
 
 

境 

大型低騒音風洞 
鉄道の空力騒音、空力緒特性の研究開発のため

に建設された、7MWの送風機を装備した国内外

でトップクラスの大型低騒音風洞 

小型低騒音風洞 
鉄道車両の空力騒音、空力緒特性を調べる装

置。主に、小規模の試験や大型低騒音風洞の予

備試験に用いる。 

トンネル微気圧波

模型実験装置 

列車模型を高速でトンネル模型に突入させ、微

気圧波の現象の再現や低減対策法の検討を行

うことができる装置。 

アレイ式指向性マ

イクロホン 

指向性を持った騒音計測装置。鉄道車両、軌道

および構造物に分布する各種騒音の音源位置

を特定するのに用いる。 

無響室 
残響がほとんどない特別な実験室。屋外での騒

音伝搬を模擬する模型実験等に用いる 

強磁場曝露実験装

置 
強力な定常磁場（MAX.5T=50,000G）を発生させ

る装置 

材 
 
 
料 

原子吸光分析装置 
試料中の元素の種類と量を分析する装置で、漏

水などの水溶液中に含まれる微量元素の検出

に用いる 

X線マイクロアナ

ライザー 
電子顕微鏡下で数百nm～数μmの微小部分に

おける元素の種類、量を分析する装置 

X線回折装置 
材料の結晶構造を評価する装置で、物質を構成

する結晶の種類・量を分析できる 

蛍光X線分析装置 
原子番号でホウ素以上の元素に対して、固体・

液体試料中の元素の種類・量を簡便に分析でき

る装置 
示差熱－熱重量分析

装置 
（TG－DTA装置） 

物質の温度を制御しながら、試料の温度・重量

の変化を分析する装置。材料の熱的特性を評価

するのに用いる 
イオンクロマトグ

ラフ装置 
塩化物イオン、亜硝酸イオンなどの電荷を持つ

分子を分離し、その量を測定する装置 

低真空走査型電子

顕微鏡 

試料表面を観察する電子顕微鏡で、低真空で測

定が可能なため、非導電性試料も特殊な蒸着を

せずに観察できる 

万能促進クリープ

試験機 

変動荷重、各種pH溶液中での測定等、環境因

子を複合して材料に負荷することが可能なク

リープ試験機 

高周波動特性試験

機 

主にゴム材料を対象に20kNまでの高荷重条件

下でkHzオーダーの繰返し載荷を行い、高周波

領域までの動特性を評価する試験機 

プラズマ発光分光

分析装置 

液体試料中の元素の定性・定量分析を行う装置

で、潤滑油・グリース中に混入した摩耗粉の成

分分析等に用いられ、塩素など一部のハロゲン

系元素の測定が可能である 

高速回転型グリー

ス性能試験機 

主電動機の軸受使用条件である高温・高回転時

のグリースの性能を、小型軸受を用いて評価す

る装置 

主電動機用軸受回

転試験装置 
主電動機の高速回転条件で、実物大軸受を用い、

軸受部の構造・潤滑グリースを評価する装置 

 
材 
 
 
料

  

車軸軸受耐久試験

装置 

実物大の車軸軸受を軸箱に取り付けた状態で、

種々の荷重・回転速度条件で回転試験を行う装

置。JRIS規格に則った性能・耐久試験が可能 

Ｘ線回折測定装置 
結晶性の金属や非金属材料の回折Ｘ線強度を

測定する装置で、物質の定性や結晶の整列度の

評価を行う 

高速摩耗試験機(ブ
レーキ材) 

小型のディスクおよびブロック試験片による

一定速度の摩擦摩耗試験機で、様々な材料で最

高250km/hまで試験が可能である 

集電材摩耗試験機

（すり板） 

すり板材の摩耗を測定する回転型の試験機で、

速度300km/hまで、直流電流400Aまでの通電

しゅう動試験ができる 

高速用集電材摩耗

試験機 

すり板材の摩耗を測定する回転型の試験機で、

速度500km/hまで、交直流電流500Aまでの通電

しゅう動試験ができる 

車輪/レール接触往

復運動ユニット 

車輪／レール接触部に生じる摩擦力をトライボ

ロジーの観点から研究するための試験機で、実

車と同じ接触部の状態を準静的に再現できる 
伝導冷却超電導磁

石装置 
冷凍機直冷式の超電導磁石装置 

磁化特性評価装置

（SQUID） 
超電導体だけでなく物質全般（小型試料）の磁

化特性が評価できる装置 

磁化特性評価装置

（振動試料型磁力

計、VSM) 

試料の磁化の程度を検出コイルに誘起する磁

気誘導電圧として取り込み測定する装置 

磁気シールド特性評

価装置および捕捉磁

界特性評価装置 

磁気シールド特性を評価する装置および捕捉

磁界の特性を評価する装置 

材料強度試験装置 
超電導体の機械的特性の一つである静的強度

を測定評価する装置 

浮 

上 

式 

強磁界発生装置 超電導磁石を利用した強磁場発生装置 

地上コイル耐久性

試験装置 
磁気浮上式鉄道用地上コイルの耐久性を評価

する装置 

モールド用材料強

度試験機 
モールド用樹脂の材料強度特性を評価する装置 

人
間
科
学 

列車運転シミュレ

ータ 
実際に近い運転状況を実験室内で再現できる

装置 

車内快適性シミュ

レータ 
振動・騒音等の複合環境が車内快適性に及ぼす

影響を評価できる装置 

共 

通 

スーパーコンピュ

ータ 
（SGI Origin3000） 

解析やシミュレーションを行うために共同利

用する、高速・並列計算が可能なコンピュータ 
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４．主な表彰 

 

2008 年度に受賞した代表的な表彰は以下の通りである。 

名称 受章者氏名 表彰事項 受賞年月日 

紫綬褒章 舘山 勝 補強土工法の開発 2008. 4.29 

文部科学大臣表彰 佐々木君章 鉄道車両用セミアクティブ制振装置の開発 2008. 4.15 

日本鉄道賞 

選考委員会特別賞 
鉄道総研 

車載の電池でもっと省エネ。架線がなくて

も快走！ 
2008.10.14 

 

上記の他、主な表彰は以下の通りである。 

種別 名称 

各種学会関係 

 

・電気学会 優秀論文発表賞 

・土木学会 田中賞、論文賞 

・日本ＡＥＭ学会 技術賞、奨励賞 

・日本フルードパワーシステム学会 最優秀講演賞 

各種協会関係 

 

・日本電気協会 澁澤賞 

・日本鉄道技術協会 感謝状 

・日本鉄道電気技術協会 鉄道電気技術賞、協会誌優秀作品賞 

・発明協会 全国発明表彰 日本弁理士会会長賞、発明賞 

その他 ・工業標準化事業表彰 経済産業大臣表彰、産業技術環境局長表彰 

・電気科学技術奨励賞（オーム技術賞） 

・日本産業技術大賞 審査委員会特別賞 

・計算力学講演会 優秀講演表彰 

・鉄道貨物振興奨励賞 

・コンクリート工学講演会 年次論文奨励賞 
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